
１　概要
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴い、地方公共団体は、「健全化判断比率」

及び「資金不足比率」について、監査委員の審査のうえで議会に報告し、公表することが義務付けら

れました。

「健全化判断比率」は、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性

を判断するための指標であり、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負

担比率の４つからなります。

また、「資金不足比率」は、各公営企業の財政の健全性を示す指標です。

「健全化判断比率」には、財政状況悪化の黄信号として「早期健全化基準」、赤信号として「財政再

生基準」の２段階の基準が設けられており、基準を超えて財政が不健全と判断された場合には、健全

化を図るための計画を策定し、実行することが求められます。

「資金不足比率」においても同様に「経営健全化基準」が設けられています。

■早期健全化基準

健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のいずれ

かが早期健全化基準以上となった場合は、自主的な改善努力を図るべき「財政健全化団体」と位

置付けられます。この場合、財政悪化の分析を行い、健全化の方策を示す財政健全化計画を議会

の議決を経て策定・公表するとともに、実施状況の議会報告及び公表が義務付けられます。

■財政再生基準

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上となった場合

は、著しく財政状況が悪化したため自主的な健全化を図ることは困難な「財政再生団体」と位置

付けられます。この場合、財政悪化の分析を行い、再生のための計画を議会の議決を経て策定・

公表するとともに、実施状況の議会報告及び公表が義務付けられます。

また、この計画について総務大臣の同意を得られなければ、災害復旧事業等を除く地方債を起こ

すことができません。さらに、実際の財政運営が計画に適合しない場合は総務大臣から予算の変

更等の勧告を受けます。

■経営健全化基準

資金不足比率が経営健全化基準以上となった公営企業会計は、経営健全化のための計画を議会の

議決を経て策定・公表するとともに、実施状況の議会報告及び公表が義務付けられます。
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２　健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計区分
各比率が対象とする会計の範囲は下の表の通りです。

実質公債費比率は、一般会計等を対象としますが、一般会計等以外に含まれる、実質的には一般会計

が負担する公債費と同じ性質の経費については、準元利償還金として算出に含めます。

３　健全化判断比率の状況
健全化判断比率の４つの指標すべてにおいて基準を下回っており、財政の健全性が保たれています。

　①　実質赤字比率

福祉、教育、まちづくり等、地方公共団体の中心的サービスを行う一般会計等の赤字の程度を示

したものです。一般会計等に区分される全会計で歳入が歳出を上回っているため、赤字額は生じ

ていません。

20%
（黒字比率） （4.38％） （4.28％）

23年度 22年度 早期健全化基準 財政再建基準

（*黒字比率　4.38％） （*黒字額　3,638,640千円）

実質赤字比率
－％

＝

0千円

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

83,039,774千円

実質赤字比率 - ％ - ％
11.25%
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　②　連結実質赤字比率

一般会計等のほか、水道、下水道、病院事業といった料金収入等を主な財源として事業を実施し

ている公営企業会計など全ての会計を合算して、市全体としての赤字の程度を示したものです。

上記①で述べた一般会計等のほか、公営企業会計等を含めた全会計においても、歳入が歳出を上

回っているため、赤字額は生じていません。

　③　実質公債費比率

一般会計の元利償還金のほか、公営企業の元利償還金に充てられた一般会計からの繰出金など、

実質的には一般会計が負担する公債費と同じ性質の経費（準元利償還金）も含めた公債費負担額

が、標準財政規模に占める割合を示したものです。３ヵ年平均で算出します。

今年度は前年度に比べて、 0.6ポイント上昇しました。

これは、病院事業会計において平成23年度より退職手当債の元金償還が開始されたことや、都

市計画事業の増加により公債費に充当される都市計画税が減少したことによるものです。

23年度 22年度 早期健全化基準 財政再建基準

連結実質赤字比率 - ％ - ％
16.25% 30%

83,039,774千円

23年度 22年度 早期健全化基準 財政再建基準

（黒字比率） （15.4％） （14.92％）

（*黒字比率　15.40％） （*黒字額　12,792,131千円）

連結実質赤字比率
－％

0千円

＝
連結実質赤字額

標準財政規模

実質公債費比率
（３ヵ年平均） 6.0% 5.4% 25% 35%

実質公債費比率
（H23単年度）

16,288,919千円 - 11,492,023千円

＝
（元利償還金+準元利償還金－特定財源）－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模   －   （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

83,039,774千円 - 11,492,023千円
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　④　将来負担比率

公債費、準元利償還金、債務負担行為のほか、一部事務組合や土地開発公社等も含め、一般会計

等が今後負担しなくてはならない負債の総額が、標準財政規模に占める割合を示したものです。

土地開発公社先行取得土地の処分等による債務負担行為額の減少及び職員数の減少による退職手

当負担見込額の減少、市債（通常債）の発行を抑制したことによる残高の減少により、前年度に

比べ1.4ポイント低下しました。

４　資金不足比率の状況
公営企業ごとの資金不足を、事業規模である料金収入の規模と比較し、経営状況の深刻度を示したも

のです。各公営企業会計とも資金不足は発生していません。

※資金不足が生じていない場合は、資金の不足額をマイナスとしています。

・水道事業

企業債償還金に係る支出の減少などにより流動資産が約12.0億円増加し、また、建設改良工

事に係る未払金の減少などにより流動負債が約0.8億円減少したため、 事業規模に対する資

金剰余額の比率は前年度に比べて14.14ポイント増加しています。

　　(H22：　▲44.64%）

23年度 22年度 早期健全化基準 財政再建基準

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

83,039,774千円 - 11,492,023千円

将来負担比率 63.7% 65.1% 350% なし

241,575,514千円 - 195,996,561千円

23年度 22年度 経営健全化基準

資金不足比率

（ 水 道 事 業 ）

－％ －％ 20%

▲58.78% ＝
▲ 5,879,308 千円

10,000,682 千円

（ 下 水 道 事 業 ）

（ 病 院 事 業 ）

資金不足比率 ＝
資金の不足額※

事業の規模（営業収益の額-受託工事収益の額）

公債管理

母子寡婦福祉資金貸付

公園墓地

国民健康保険

介護保険

後期高齢者医療

水道事業

下水道事業

病院事業

非適用 （該当なし）

神奈川県競輪組合

神奈川県内広域水道企業団

神奈川県後期高齢者医療広域
連合

土地開発公社

（該当なし）

組
合
等

そ
の
他

地方公社

第３セクター

公
営
事
業
会
計

一般会計等以外の特別会計
のうち公営企業に係る特別
会計以外の特別会計

公
営
企
業
会
計

公営企業に係る
会計

法適用

適用範囲会計区分

一
般
会
計
等

一般会計

一般会計等に属する特別
会計

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

将
来
負
担
比
率

準
元
利
償
還
金
の
対
象
会
計

実
質
公
債
費
比
率

4



・下水道事業

資金剰余額はほぼ変わりませんでしたが、 下水道使用料収入の減少により事業規模が約2.2

億円減少したため、事業規模に対する資金剰余額の比率は前年度に比べて0.88ポイント増加

しています。

   （H22：　▲16.88%）

・病院事業

平成21年度に発行した退職手当債の未償還残高が約18.8億円ありますが、これが解消可能資

金不足額であることから資金剰余額は０円となり、事業規模に対する資金剰余額の比率は前

年度に引き続き０％となっています。

　 （H22：　0%）

0% ＝
0 千円

15,055,997 千円

▲17.76% ＝
▲ 1,611,789 千円

9,073,317 千円
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